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（別紙様式１－１）

職業実践専門課程として認定する専修学校の専門課程の推薦について

令和6年7月31日

　下記の専修学校の専門課程を職業実践専門課程として認定する課程として推薦します。

記

 計 1

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、
高度の実務の能力を有する者を想定）の数

0

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち必修授業時数

70

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等にお
いてその担当する教育等に従事した者であって、当
該専門課程の修業年限と当該業務に従事した期間と
を通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 0

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 1

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

総授業時数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,740

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 70

うち企業等と連携した演習の授業時数 0

うち必修授業時数 1,740

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

当該学科の
ホームページ

URL
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/

■進学者数 0
■その他

療養、社会復帰訓練

年度卒業者に関する令和6年5月1日時点の情報）

■主な就職先、業界等

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体： - -
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

-

■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

50

84

0

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 19
■就職希望者数 (D)　　　　　： 16
■就職者数 (E)　　　　　　　　： 16
■地元就職者数 (F) 8

（令和５年度卒業生）

システムエンジニア、プログラマ、製造業

実技

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

学科の目的
情報処理技術と通信技術を兼ね備え、情報処理と通信を統合化したシステムを企画、構築、運用できる幅広い知識とシステム思考のできる人間性豊かな通信システム
エンジニアを育成します。また、応用情報技術者、基本情報技術者はもちろんのこと、現在のITの基幹であるWeb技術やスマートデバイス開発等を総合的に学びます。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）
基本情報技術者試験、応用情報技術者試験、MOS　Word、MOS　Excel

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験

工業 工業専門課程 情報システム科 平成19(2007)年度 - 平成30(2018)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人
国際総合学園

昭和32年10月10日 池田　祥護 新潟県新潟市中央区古町通二番町541番地
951-8063

025-210-8565

上越公務員・
情報ビジネス専門学校

昭和63年4月1日 木村　栄一 新潟県上越市北城町３－４－１

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地
943-0824

025-522-4511

https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/
https://jjc-net.ac.jp/department/course_information-system/


種別

①

③

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

令和6年7月31日現在

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

・教育活動、学生に関する法制度、求められる職員像が日々変わっていくなかで、それに対応しうる人材育成を目指す。そのため、実践
現場で展開されている技術、新しい取り組みをカリキュラムに反映することで、即戦力として活躍できる人材の育成を目指す。
・実際の現場で必要となる知識や能力を学ぶことができるカリキュラムにするため、各分野に携わる方々から、求められる能力を聞きと
り、それに基づき授業や実習指導を行う。その結果を踏まえて委員会で振り返りを行い、更なる授業内容の改善、更新を図る。

令和4年4月1日～

任期
令和6年4月1日～

令和4年4月1日～

令和4年4月1日～

松屋　ゆかり

名　前

熊田　僚己

植木　和樹

深井　美年

①位置付けについて⇒組織図等で示している通り、教務部と直接連携を取れる位置付けとしており、企業等からの要請を十分に活かせる環境を構築している。
②意思決定の課程について
・学科の目的に基づき予め学内において現状の課題等を明確にした上で、教育課程編成委員会に提言を求める。
・委員会では企業等からの意見を参考に次年度以降の教育課程編成に関する改善策を策定する。
・委員会での協議内容は校長に提出し、学校内全体の教育課程編成にも活用していく。
・教育課程編成委員に教育現場の責任者である校長、就職部長、教務部長も参加することで、企業等の委員から提示された課題等を速やかに次年度以降の教育課程の編成に反映させ
ることができる。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

所　　　属

上越市本町四丁目商店街振興組合　副理事長

クラスメソッド株式会社　最高情報責任者

上越公務員・情報ビジネス専門学校　副校長

上越公務員・情報ビジネス専門学校　教務部長

上越公務員・情報ビジネス専門学校　教員

令和4年4月1日～

大竹　徳至

＊　教育課程編成委員会等の企業等委員の選任理由（推薦学科の専攻分野との関係等）※別紙様式３－１

（別途、以下の資料を提出）

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（10月、3月）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

＊　教育課程編成委員会等の規則

（開催日時（実績））
第１回　令和5年10月25日(水)　16：30～17：30

＊　教育課程編成委員会等の位置付けに係る諸規程

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。
教育課程編成委員会の意見を受け、既存のカリキュラム内容や進め方の改善点を洗い出し、改善・検討を行っている。
・製作実習などは現場と同じワークフローで作業させたほうが良い。
　　　→チーム単位でメンバーの役割を定め、スケジュール管理や定例報告など現場の開発と近いワークフローで実習を行うこととした。
・作り手の視点ばかりでエンドユーザーの事を考えて作業できているチームが少ない。　既存の製品・サービスを研究する機会を設けて欲しい。
　　　→既存の製品・サービスを研究する機会を後期カリキュラムに導入し、ユーザーの視点を考えて制作をする講座を開いた。

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

第２回　令和6年3月6日（水）　11：00～12：00

＊　学校又は法人の組織図
＊　教育課程編成委員会等の開催記録



PhotoShop、Illustratorを用いたデザイン実習

科　目　名

・実習先企業との連携において、学生の学習効果、習得技術の充実、十分な理解を得るため、実習前の事前指導を実施
し、事前準備を行うこと。
・卒業後の進路を意識させ、社会人としての常識やマナーを理解し、身につけることを目指す。
・実習で得た知識、技術、マナーや業界の知見の展開、知識の構築を目標とする。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

科　目　概　要 連　携　企　業　等

Webデザイン 有限会社ピアノ技術センター

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（別途、以下の資料を提出）
＊　企業等との連携に関する協定書等や講師契約書（本人の同意書及び企業等の承諾書）等

・卒業後の即戦力となる人材育成を目指し、現場で利用されているツール等の使用方法・活用方法について学ぶ。
・連携授業の中での成果物を実際に発行し、業務に対しての責任感・やりがいを経験させる。
・連携授業においての成果物を講師より直接採点していただき成績評価の参考とする。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

ChatGPTは何が得意で、自分たちにどのような恩恵を与えてくれるか、どのように学校現場で活用できそうかを考える

①専攻分野における実務に関する研修等

連携企業等：

（２）研修等の実績

こじま事務所

令和5年8月25日（金）

デジタルハリウッド株式会社連携企業等：Chat GPT活用のための実践基礎研修

令和6年3月19日(火) 対象： 情報系教員

教員は有効的かつ根拠に基づいた知識と技術を学生に授けるために自己研鑽に勤めなければならない。そのため学内だけでなく、外部団体の実施
する研修への出席も推奨する。
「就業規則59条及び職員の教育・研修に関する細則」において職員の研修、教育について規定する。
職員は学校の行う教育、研修等に積極的に出席し、外部研修も積極的に受講する。研修で得られた知識や学識は業務に有効に活用しなければなら
ない。受講内容は学校内、法人内で必要に応じ共有し、学校長がこれを判断する。
上記規定に基づき、職員は年２回以上研修会に参加することを校内での取り決めとし、年度末の上長面談にて評価の対象としている。

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記
（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

②指導力の修得・向上のための研修等

アンガーマネジメント研修

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

対象： 全教員

学生指導の観点から考えるアンガーマネジメントについて



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

情報セキュリティ研修 連携企業等： 株式会社ITスクエア

令和6年5月31日(金) 対象： 全教員

情報の管理と情報漏洩のぼうしさくについて

発達障害　基礎講座 連携企業等： 日本産業カウンセラー協会

令和5年5月22日（水）

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

（別途、以下の資料を提出）

対象： 全教員

発達障害に関する基礎的知識を得る

②指導力の修得・向上のための研修等

＊　研修等の計画（推薦年度における計画）

＊　研修等に係る諸規程
＊　研修等の実績（推薦年度の前年度における実績）



種別

企業等委員

卒業生

（３）教育活動 ３．教育の実施体制
（４）学修成果 ４．教育目標の達成と教育効果
（５）学生支援

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

上越地域消防事務組合

URL：

名　前

熊田　僚己

（１）学校関係者評価の基本方針

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。

（別途、以下の資料を提出）

（１１）国際交流 ―
※（１０）及び（１１）については任意記載。

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

堀川　柊斗

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

公表時期： 2024/7/31

（１）教育理念・目標 １．建学の精神・教育理念・教育目標
（２）学校運営 ２．教育の内容

（３）学校関係者評価結果の活用状況

時代や地域特性ごとに求められる専門職者の姿を念頭に置き、学校評価を通じて質の高い教育内容の検討、学生指導方法の改善を行う。そのため
卒業生、職能団体などで構成する学校関係者評価委員会を設置、年1回以上定期的に開催する。教育目標や教育活動、学修成果、学生支援、地域
貢献等について、学校側から前年の事業報告及び当年度の事業状況報告、さらに学校自己評価について説明を行い評価委員より質問と意見を求
め評価を実施する。評価結果は部署、部門に囚われずに行政機関、地域住民と連携をとり、学校運営や教育活動の改善に活かしていく。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（１０）社会貢献・地域貢献 ６．社会的活動

５．学生支援
（６）教育環境 ６．社会的活動

（８）財務 ８．財務
（９）法令等の遵守

＊　自己評価結果公開資料
＊　学校関係者評価結果公開資料（自己評価結果との対応関係が具体的に分かる評価報告書）

＊　学校関係者評価委員会の企業等委員の選任理由書（推薦学科の専攻分野との関係等）※別紙様式３－２

企業とのかかわりとしてインターンシップの導入検討を意見され、
地元IT企業にてインターンシップを実施。
また地元IT企業と当学科の学生と共同でのアプリケーション開発を進めている。

（７）学生の受入れ募集 ５．学生支援

https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf

令和6年7月31日現在

所　　　属 任期

上越市本町四丁目商店街振興組合　副理事長 令和6年4月1日～

令和6年4月1日～

７．管理運営　　　９．改革・改善

https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf
https://jjc-net.ac.jp/wp/wp-content/themes/jjc2020/common/pdf/2.pdf


（３）教職員 ５．HP  各種情報提供・事業報告書

（４）キャリア教育・実践的職業教育 ６．学生の手引きP.12　　「インターンシップについて」

（８）学校の財務 ３．HP  法人財務情報

（９）学校評価

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（６）学生の生活支援 ８．学生募集要項P.10　「各支援制度」

（７）学生納付金・修学支援 ４．学生募集要項P.13,14　「各種奨学金制度・教育ローン」

学校が設定する項目ガイドラインの項目

学校評価の内容を関連企業、社会に公開し、積極的に情報の公開に努める。当学科の取り組み、学校運営を共有すること
で地域と密接に関わる教育活動を展開する。学校と地域の相互理解を深めていくことにより、学生の学びの公開性を保持
し、地域に根差した教育を目指す。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

（５）様々な教育活動・教育環境 ６．学生の手引きP.24　 「カレッジリーグ・フィールドワークプログラムについて」

（２）各学科等の教育 ６．学生の手引きP.2　　 「各学科学習指導方針」

（備考）
　・用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする（別紙様式１－２、２－１、２－２、３－１、３－２、４、５、６、７、８についても同じ。）。

（別途、以下の資料を提出）
＊　情報提供している資料

１．HP  自己評価・点検　　　２．HP  学校関係者評価報告書

（１０）国際連携の状況 ―

（１１）その他 ―

※（１０）及び（１１）については任意記載。

公表時期： 令和6年7月31日

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://jjc-net.ac.jp/disclosure/

（３）情報提供方法

（１）学校の概要、目標及び計画 ６．学生の手引きP.1 　　「上越公務員・情報ビジネス専門学校の目的」

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
https://jjc-net.ac.jp/disclosure/
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1 ○
コ ン ピ ュ ー
ターシステム
Ⅰ

コンピュータの基礎知識、数値の表現、コ
ンピュータの構成要素、基礎理論、ソフト
ウェア、システム構成要素、マルチメディ
ア

１
前
・
後

80 0 ○ ○ ○

2 ○
DB/ ネ ッ ト
ワーク

データベース、SQL、トランザクション処
理、LAN、インターネット、伝送制御

１
前
・
後

85 0 ○ ○ ○

3 ○ 標準化/経営
プロジェクトマネジメント、
サービスマネジメント、システム戦略
経営戦略、企業と法務

１
前
・
後

100 0 ○ ○ ○

4 ○
アルゴリズム
/システム開
発

データ構造、配列操作、疑似言語、
探索処理、整列処理、ファイル処理、
文字列操作、ビット操作

１
前
・
後

90 0 ○ ○ ○

○ Java
変数とデータ型、文字列操作、メソッド、
クラスとオブジェクト、継承、配列、例外
処理、インタフェース、スレッド

１
前
・
後

140 0 △ ○ ○ ○

6 ○ OA基礎
Excelセル・シート・ブック操作、レイアウ
ト操作、条件付き書式、数式と計算、関
数、グラフ、マクロ、ワークシート分析

１
後

75 0 ○ ○ ○

7 ○ 国家試験対策
ITパスポート試験対策授業、
基本情報技術者試験対策授業

１
後

150 0 ○ ○ ○

8 ○
ネットワーク
応用

ネットワークアーキテクチャとプロトコ
ル、TCPとUDP、インターネットセキュリ
ティ、アプリケーションセキュリティ

１
後

20 0 ○ ○ ○

9 ○
データベース
応用

データベース設計、正規化理論、分散デー
タベース、データウェアハウス、E-Rモデ
ル、障害回復制御

１
後

10 0 ○ ○ ○

10 ○
データベース
実習

データベース設計、データベース言語、SQL
問合せ処理、SQLデータ定義、

１
後

45 0 ○ ○ ○

11 ○
コンピュータ
科学基礎

論理素子と回路、構成部品と制御、
組込みシステムの基礎、周辺装置、
組込みシステムの設計と開発

１
後

20 0 ○ ○ ○

12 ○
コンピュータ
システムⅡ

システムの形態と構成、システム性能評
価、システム信頼性評価、仮想化とクラウ
ドコンピューティング

１
後

15 0 ○ ○ ○

（別紙様式１－２）

授業科目等の概要

（工業専門課程 情報システム科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
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（工業専門課程 情報システム科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携

13 ○ 就職実務Ⅰ
履歴書の書き方、面接指導、
企業研究、社会人常識マナー

１
後

35 0 ○ ○ ○

14 ○ OA実習
Microsoft Office Specialist Excel、
Microsoft Office Specialist Word

２
前
・
後

125 0 ○ ○ ○

15 ○
国家試験対策
Ⅱ

ITパスポート試験対策授業、
基本情報技術者試験対策授業、
応用情報技術者試験対策授業

２
前
後

220 0 ○ ○ ○

16 ○
システム開発
実習Ⅰ

プログラミングコンテストに向けた企画・
設計・実装・テストまでを含んだ開発実習

2
前

75 0 ○ ○ ○

17 ○
システム開発
実習Ⅱ

プログラミングコンテストに向けた企画・
設計・実装・テストまでを含んだ開発実習

2
後

85 0 ○ ○ ○

18 ○ Webデザイン
PhotoShop、Illustratorを用いたデザイン
授業、取材・構成・デザインをプロ指導の
下進める

２
前

80 0 △ ○ ○ ○ ○

19 ○
ITビジネス実
務

コミュニケーション検定、
ビジネスコンプライアンスについて

２
後

45 0 ○ ○ ○

20 ○ 就職実務Ⅱ
履歴書の書き方、面接指導、
企業研究、社会人常識マナー

２
前
・
後

40 0 ○ ○ ○

21 ○ 卒業研究
就職先で必要な知識・技術を研究し、
企画・設計・開発を行い学内で発表する

２
後

205 0 ○ ○ ○

21

期

週

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

上記授業の出席状況、評価試験および該当検定結果による。

出席率80％以上、成績評価Ｃ評価以上、
卒業基準検定を全て取得、卒業に必要なCFPポイントの取得

履修方法：

卒業要件：

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

卒業要件及び履修方法 授業期間等

合計

2

20

科目 単位（単位時間）1740


